
自治体向けアンケート結果
（主に高齢者等の避難に関する内容）

令和2年2⽉5⽇
令和元年台⾵第19号等による災害からの避難に関するワーキンググループ

（第2回）資料より
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自治体向けアンケート概要
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＜自治体向けアンケート＞

対＿象：全市町村の危機管理部局等
回答数：1,741市町村のうち1,557市町村から回答
形＿式：選択式（一部記述式）
実施日：令和２年１月７日（火）から令和２年１月17日（金）まで



○ 貴市町村における避難行動要支援者の避難支援等に関する事業や施策について、どの部局が関わっていますか。

（複数選択可）

Ｑ１ 庁内の実施体制について
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n=1,557

94.8% (1,476)

76.0% (1,183)

13.2% (206)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

保健・福祉部局

防災・危機管理部局

その他の部局



○ 避難行動要支援者の避難支援等に関する事業や施策は、防災・危機管理部局と保健・福祉部局とが連携して進める必
要がありますが、貴市町村において両者が連携して取り組んでいる事業や施策がありますか。

Ｑ２ 庁内で連携して進めている取組
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n=1,557

52.3% (814) 47.8% (743)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取組がある 取組がない

＜「取組がある」と回答した自治体の具体的な取組事例＞

○ 避難行動要支援者の担当課と連携し担当ケアマネジャーに連絡し避難支援を実施している。また、担当課と連携し

民生委員に担当地区避難行動支援者に避難を促す対応をお願いしている。

○ 防災と福祉の担当課が、防災福祉コミュニティを観点とした自主防災組織の設立を支援した。防災士を養成し人材

育成を図った。

○ 関係部署の課長補佐級を集めたプロジェクトチームを発足し、プロジェクトチームで決まった内容を各課が責任を

もって遂行する。

○ 防災部局、福祉部局等関係部署による庁内連絡会を設置し、各課の協力のもと名簿の作成・配布を行っているほか、

各課で行っている行事などの機会をとらえ、制度の周知を行っている。



○ 昨年度、中央防災会議の下に設置された「平成30年７月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググ
ループ」においても、「防災と福祉の連携により、水害からの高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組を実施するこ
と」と指摘されていますが、貴市町村において庁外の関係者と連携して取り組んでいる事業や施策がありますか。

Ｑ３ 庁外の関係者と連携して進めている取組
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n=1,521

52.1% (792) 47.9% (729)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取組がある 取組がない

＜「取組がある」と回答した自治体の具体的な取組事例＞

○ 台風接近等避難が見込まれる場合に、市保健福祉部包括支援センターから各関係施設等に事前に連絡したうえで、

サービス利用者への声がけ、調整を行い、利用施設での避難者受入、サービス利用者の避難意識の醸成を図る。

○ 自治体がコーディネーター役として、社会福祉施設、町内企業、地元自治会と災害時の応援協定を締結し、避難時

の支援者の確保を図る。

○ 介護サービス法人連絡協議会と自治体との共催による防災研修会の実施。

○ 防災の基礎知識を取得してもらうことを目的として、個別計画を作成する福祉事業者に対して防災講座を行う。



○ 個別計画の作成の過程で、避難行動要支援者本人以外にどのような者が関わっていますか。（複数選択可）

Ｑ４ 個別計画作成の関係者
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n=925

消防庁調査において、個別計画の作成状況について「一部作成済」又は「全部作成済」と回答した市町村による回答

76.9% (711)

76.2% (705)

67.9% (628)

64.8% (599)

47.9% (443)

34.1% (315)

28.8% (266)

21.2% (196)

7.4% (68)

5.6% (52)

5.4% (50)

2.8% (26)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

②市町村の保健・福祉部局

⑥民生委員・児童委員

④避難行動要支援者の家族及び親族

⑤自主防災組織（自治会、町内会等の地縁組織を含む）

①市町村の防災・危機管理部局

⑦社会福祉協議会（所属する介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）、相談支援専門員等の福祉専門職を含む。）

⑧地域包括支援センター（所属する介護支援専門員（ケアマ

ネジャー）、相談支援専門員等の福祉専門職を含む。）

⑨福祉事業者（所属する介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）、相談支援専門員等の福祉専門職を含む。）

⑫その他

③①②以外の市町村の部局

⑪高齢者や障がい者等の当事者団体や支援団体

⑩防災や福祉の専門家（学識経験者等）



○ 個別計画の作成に当たって、Ｑ４で選択した者の主な役割は何ですか。（複数選択可）

Ｑ５ 個別計画作成の関係者の役割
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消防庁調査において、個別計画の作成状況について「一部作成済」又は「全部作成済」と回答した市町村による回答

①市町村の防災・危機管理部局（n=443）

②市町村の保健・福祉部局（n=711）

③①②以外の市町村の部局（n=52）

68.2% (485)

46.0% (327)

38.7% (275)

29.0% (206)

12.0% (85)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画の作成
助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
災害時の避難⽀援等

その他

63.7% (282)

40.2% (178)

29.8% (132)

24.8% (110)

11.7% (52)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
計画の作成

災害時の避難⽀援等
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

その他

38.5% (20)

32.7% (17)

28.8% (15)

25.0% (13)

23.1% (12)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
災害時の避難⽀援等

その他
計画の作成

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）



○ 個別計画の作成に当たって、Ｑ４で選択した者の主な役割は何ですか。（複数選択可）

Ｑ５ 個別計画作成の関係者の役割
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消防庁調査において、個別計画の作成状況について「一部作成済」又は「全部作成済」と回答した市町村による回答

④避難行動要支援者の家族及び親族（n=628）

⑤自主防災組織（自治会、町内会等の地縁組織を含む）（n=599）

⑥民生委員・児童委員（n=705）

72.1% (453)

60.4% (379)

11.8% (74)

11.6% (73)

2.7% (17)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
計画の作成

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
その他

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

87.6% (525)52.9% (317)

39.7% (238)

10.4% (62)

10.2% (61)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
計画の作成

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
その他

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

70.9% (500)

48.4% (341)

43.8% (309)

21.0% (148)

13.2% (93)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
計画の作成

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

その他



○ 個別計画の作成に当たって、Ｑ４で選択した者の主な役割は何ですか。（複数選択可）

Ｑ５ 個別計画作成の関係者の役割
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消防庁調査において、個別計画の作成状況について「一部作成済」又は「全部作成済」と回答した市町村による回答

⑦社会福祉協議会（所属する介護支援専門員（ケアマネジャー）、相談支援専門員等の福祉専門職を含む。）（n=315）

⑧地域包括支援センター（所属する介護支援専門員（ケアマネジャー）、相談支援専門員等の福祉専門職を含む。）（n=266）

⑨福祉事業者（所属する介護支援専門員（ケアマネジャー）、相談支援専門員等の福祉専門職を含む。）（n=196）

62.0% (165)

48.9% (130)

46.2% (123)

37.6% (100)

11.7% (31)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

計画の作成
災害時の避難⽀援等

その他

55.6% (109)

49.0% (96)

41.8% (82)

39.3% (77)

9.7% (19)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
計画の作成

災害時の避難⽀援等
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

その他

50.8% (160)

48.6% (153)

47.0% (148)

35.2% (111)

11.7% (37)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

災害時の避難⽀援等
計画の作成

その他



○ 個別計画の作成に当たって、Ｑ４で選択した者の主な役割は何ですか。（複数選択可）

Ｑ５ 個別計画作成の関係者の役割
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消防庁調査において、個別計画の作成状況について「一部作成済」又は「全部作成済」と回答した市町村による回答

⑩防災や福祉の専門家（学識経験者等）（n=26）

⑪高齢者や障がい者等の当事者団体や支援団体（n=50）

⑫その他（n=68）

92.3% (24)26.9% (7)

15.4% (4)

15.4% (4)

11.5% (3)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

計画の作成
その他

災害時の避難⽀援等

58.0% (29)

54.0% (27)

38.0% (19)

36.0% (18)

6.0% (3)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
計画の作成

その他

70.6% (48)

30.9% (21)

26.5% (18)

19.1% (13)

16.2% (11)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
計画の作成

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

その他



○ 貴市町村において、個別計画の作成を推進するために取り組んでいることがありますか。また、その経費について、
何らかの財政措置を講じたことがありますか。

Ｑ６ 個別計画作成を推進するための取組及びその経費並びに財政措置の有無
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n=913

消防庁調査において、個別計画の作成状況について「一部作成済」又は「全部作成済」と回答した市町村による回答

37.8% (345) 62.2% (568)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取組がある 取組がない

＜「取組がある」と回答した自治体の具体的な取組事例及び財源措置＞

○ 個別計画作成業務を、ケアマネジャー等相談支援職（福祉事業者等）に委託している（市の一般財源から委託料を支

出）。

○ 避難要支援者を訪問し現状確認及び個別計画の作成を行う訪問調査の実施（市の自主財源で訪問調査を行う嘱託職

員を雇用）。

○ 地域版防災マップを作成して、支援者のマッチング・個別計画の作成支援を行っている（都道府県の地域福祉推進モデ

ル事業費補助金を活用）。

○ 個別計画の見直し及び更新を行うため、臨時職員を雇用して避難支援対策を推進していくための体制をつくる（都道府

県の要配慮者避難支援対策事業費補助金を活用）。



○ 今後、個別計画の作成を進めていくに当たり、避難行動要支援者本人以外にどのような者が関わるべきだと考えます
か。貴市町村の考えに近いものを選んでください。また、選択した者について、そのように考える理由を記入してくだ
さい。（複数選択可）

Ｑ７ 個別計画作成の関係者として望ましい者
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n=1,557

76.2% (1,186)

72.8% (1,134)

72.6% (1,131)

72.4% (1,127)

58.4% (909)

54.8% (853)

54.5% (849)

45.5% (708)

20.7% (322)

18.7% (291)

7.2% (112)

5.2% (81)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⑤⾃主防災組織（⾃治会、町内会等の地縁組織を含む）

②市町村の保健・福祉部局

⑥⺠⽣委員・児童委員

④避難⾏動要⽀援者の家族及び親族

①市町村の防災・危機管理部局

⑧地域包括⽀援センター（所属する介護⽀援専⾨員（ケアマ
ネジャー）、相談⽀援専⾨員等の福祉専⾨職を含む。）

⑦社会福祉協議会（所属する介護⽀援専⾨員（ケアマネ
ジャー）、相談⽀援専⾨員等の福祉専⾨職を含む。）

⑨福祉事業者（所属する介護⽀援専⾨員（ケアマネ
ジャー）、相談⽀援専⾨員等の福祉専⾨職を含む。）

⑪⾼齢者や障がい者等の当事者団体や⽀援団体

⑩防災や福祉の専⾨家（学識経験者等）

③①②以外の市町村の部局

⑫その他

Ｑ４の調査結果によると、実際に
個別計画の作成に関わっている
のは、
地域包括支援センターが28.8%、
社会福祉協議会が34.1%、
福祉事業者が21.2%。

⇒ 20％以上の乖離がある。

＜分析・考察＞
・Ｑ４の調査結果と比較すると、実際に個別計画の作成に関わっている者と関わることが望ましい者との間に乖離が生じ
ており、中でも、地域包括支援センター、社会福祉協議会及び福祉事業者については、20％以上の乖離が生じている。



○ 問７で選択した者に対してどのような役割を期待しますか。貴市町村の考えに近いものを選んでください。
（複数選択可）

Ｑ８ 個別計画作成の関係者に期待される役割
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①市町村の防災・危機管理部局（n=909）

②市町村の保健・福祉部局（n=1134）

③①②以外の市町村の部局（n=112）

68.0% (771)

61.6% (699)

54.3% (616)

34.0% (386)

10.9% (124)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画の作成
助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
災害時の避難⽀援等

その他

74.3% (675)

42.6% (387)

34.8% (316)

30.6% (278)

11.1% (101)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
計画の作成

災害時の避難⽀援等
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

その他

44.6% (50)

43.8% (49)

42.9% (48)

26.8% (30)

25.9% (29)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
計画の作成

その他



Ｑ８ 個別計画作成の関係者に期待される役割

14

④避難行動要支援者の家族及び親族（n=1127）

⑤自主防災組織（自治会、町内会等の地縁組織を含む）（n=1186）

⑥民生委員・児童委員（n=1131）

○ 問７で選択した者に対してどのような役割を期待しますか。貴市町村の考えに近いものを選んでください。
（複数選択可）

81.6% (920)

55.9% (630)

18.9% (213)

10.5% (118)

6.8% (77)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
計画の作成

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
その他

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

93.4% (1,108)43.8% (519)

42.2% (501)

12.7% (151)

10.1% (120)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
計画の作成

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

その他

73.8% (835)

53.0% (599)

40.4% (457)

23.9% (270)

12.5% (141)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

計画の作成
助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

その他



Ｑ８ 個別計画作成の関係者に期待される役割

15

⑦社会福祉協議会（所属する介護支援専門員（ケアマネジャー）、相談支援専門員等の福祉専門職を含む。）（n=849）

⑧地域包括支援センター（所属する介護支援専門員（ケアマネジャー）、相談支援専門員等の福祉専門職を含む。）（n=853）

⑨福祉事業者（所属する介護支援専門員（ケアマネジャー）、相談支援専門員等の福祉専門職を含む。）（n=708）

○ 問７で選択した者に対してどのような役割を期待しますか。貴市町村の考えに近いものを選んでください。
（複数選択可）

65.5% (556)

61.5% (522)

46.9% (398)

41.2% (350)

8.7% (74)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

災害時の避難⽀援等
計画の作成

その他

70.7% (603)

60.5% (516)

47.4% (404)

40.7% (347)

9.0% (77)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

計画の作成
災害時の避難⽀援等

その他

68.1% (482)

50.7% (359)

48.4% (343)

45.5% (322)

9.2% (65)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

災害時の避難⽀援等
計画の作成

その他



Ｑ８ 個別計画作成の関係者に期待される役割

16

⑩防災や福祉の専門家（学識経験者等）（n=291）

⑪高齢者や障がい者等の当事者団体や支援団体（n=322）

⑫その他（n=81）

○ 問７で選択した者に対してどのような役割を期待しますか。貴市町村の考えに近いものを選んでください。
（複数選択可）

96.2% (280)25.1% (73)

20.3% (59)

13.4% (39)

10.0% (29)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

計画の作成
災害時の避難⽀援等

その他

63.0% (203)

55.0% (177)

46.6% (150)

29.2% (94)

11.8% (38)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）
災害時の避難⽀援等

コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）
計画の作成

その他

71.6% (58)

38.3% (31)

34.6% (28)

28.4% (23)

18.5% (15)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時の避難⽀援等
助⾔（防災、福祉等の専⾨的知⾒の提供）

計画の作成
コーディネート（関係者間の役割分担の調整、⽀援者とのマッチング等）

その他



○ 実効性のある避難行動要支援者の避難支援等のためには、平時から避難行動要支援者本人も参加して避難訓練を実施
することが重要ですが、貴市町村においてこのような避難訓練が実施されていますか。

Ｑ９ 避難行動要支援者が参加する避難訓練

17

n=1,541

48.2% (743) 51.8% (798)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施されている 実施されていない



○ 避難行動要支援者の避難支援等における課題について、貴市町村の考えに近いものを選んでください。
（複数選択可）

Ｑ10 避難行動要支援者の避難支援等の課題

18

n=1,557

＜分析・考察＞
・約６割の自治体が「庁内外関係者をつなぐ役割の人材やノウハウが不足している。」と回答。Ｑ２、Ｑ３の調査結果か

らも同様の事情が読み取れる。
→ 人事交流等を通じて防災行政部門と福祉行政部門との連携体制の構築を図る。

・５割強の自治体が「「真に避難支援を要する者」を正確に把握できていない。」と回答。
→ 避難行動要支援者の範囲について整理し、支援対象を明確にする必要がある。

59.0% (919)

55.5% (864)

32.5% (506)

32.0% (498)

13.9% (217)

10.4% (162)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

防災・危機管理部局や保健・福祉部局と地域の⾃主防
災組織、⺠⽣委員、⺠間福祉事業所等、庁内外の関係
者が連携して⽀援体制を構築する必要があるが、これら関
係者をつなぐ役割の⼈材やノウハウが不⾜している。

名簿掲載者に災害時に⾃ら避難することが可能な者も含
まれている可能性があり、「真に避難⽀援を要する者」を正
確に把握できていない。

避難⾏動要⽀援者の避難の実効性を⾼めるためには、平
時から避難⽀援等関係者に対して名簿情報を提供してお
くことが重要であるが、避難⾏動要⽀援者本⼈の同意を得
ることが難しいため、提供が進まない。

避難⾏動要⽀援者の避難⽀援等の実施のためには、地
域における⽀援体制を構築しておく必要があるが、地域住
⺠の⼗分な協⼒が得られない。

避難⾏動要⽀援者の避難⽀援等の実施のためには、地
域における⽀援体制を構築しておく必要があるが、避難⾏
動要⽀援者本⼈の参画が得られない。

その他



○ 避難行動要支援者の避難支援等のために必要な対策について、貴市町村の考えに近いものを選んでください。
（複数選択可）

Ｑ11 避難行動要支援者の避難支援等の課題への対応

19

n=1,557

75.0% (1,168)

26.9% (419)

25.4% (396)

20.7% (323)

7.7% (120)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域住⺠の協⼒を得るための取組を進め、地域における避
難⽀援体制を構築するとともに、真に避難⽀援を要する者
に対しては個別計画の作成を推進するべきである。

名簿掲載者について、真に避難⽀援を要する者であるかと
いう観点から過不⾜等がないかを確認し、必要に応じて名
簿掲載者の要件について地域防災計画を⾒直すべきであ
る。

真に避難⽀援を要する者に対しては、まずは地域住⺠によ
る避難⽀援を⾏うが、それが難しい場合には、市町村によ
る直接的な避難⽀援を検討するべきである。

災害の発⽣に備え、平時における名簿情報の外部提供に
資するよう、避難⾏動要⽀援者本⼈の同意を得ることなく
名簿情報を提供できる旨の条例を制定する等、積極的に
情報提供を進めるために取り組むべきである。

その他

＜分析・考察＞
・７割強の自治体で「真に避難支援を要する者に対しては個別計画の作成を推進するべき」と回答。
→ 多くの自治体で個別計画の策定の必要性を認識しており、実効性のある個別計画の策定促進に向けた方策について
検討する必要がある。



○ 要配慮者を滞在させる福祉避難所の課題について、貴市町村の考えに近いものを選んでください。（複数選択可）

Ｑ12 福祉避難所の課題

20

n=1,557

67.6% (1,053)

62.7% (976)

60.9% (948)

47.8% (745)

47.5% (740)

42.8% (667)

18.2% (283)

11.0% (171)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福祉避難所の収容⼈数が限られていること。

要配慮者を円滑に福祉避難所に避難させる仕組
みが⼗分に機能して（整って）いないこと。

福祉避難所になることができる施設が限られている
こと。

福祉避難所の開設に当たって施設管理者との調
整が必要であること。

要配慮者ではない避難者が福祉避難所に避難し
てきた場合の対応が困難であること。

福祉避難所以外の避難場所等の運営があり、対
応が⼗分にできないこと。

⾃治体の独⾃の判断で福祉避難所を開設するの
が難しいこと。

その他


